
当連結会計年度におけるわが国経済は、昨年末に発足した新政権によるアベノミクスと呼ばれる経済

政策への期待感から、一部に景気回復の兆しが見えつつありますが、消費税の増税や物価の上昇が予想

され、景気の先行きは依然として不透明な状況で推移いたしました。 

調剤薬局・介護業界におきましては、平成24年４月に調剤報酬改定、薬価改定、介護報酬改定が同時

に実施されました。 

このような環境の下、当社グループの業績は、売上高20,574百万円(前年同期比5.1%増)、営業利益

1,099百万円(前年同期比9.4%減)、経常利益1,036百万円(前年同期比10.0%減)、当期純利益790百万円

(前年同期比26.7%増)となりました。なお、当期純利益の大幅な増加は、投資有価証券売却益529百万円

によるものです。 

  

セグメントの業績は次のとおりであります。 

(調剤薬局事業) 

調剤薬局事業におきましては、従来どおり安全性を最優先とした店舗運営を進めてまいりました。新

規出店とＭ＆Ａにより愛知県２店舗、三重県１店舗の計３店舗を出店し、当連結会計年度末における総

店舗数は81店舗であります。既存店舗における処方箋応需枚数は減少しましたが、長期処方により処方

箋単価は前年を上回る結果となりました。これらにより売上高18,503百万円(前年同期比3.3%増)、営業

利益1,394百万円(前年同期比7.8%減)となりました。 

(ヘルスケア事業) 

ヘルスケア事業におきましては、平成24年11月に介護付き有料老人ホーム「ハーモニーハウス愛荘」

(滋賀県)、平成25年２月に同「ハーモニーハウスくずは」(大阪府)の２施設を新規開業し、施設の総数

は８施設となりました。また、平成24年３月に訪問介護事業会社(神戸市)を取得し、訪問介護事業及び

居宅介護支援事業に参入いたしました。結果として、売上高1,154百万円(前年同期比28.4%増)、営業利

益58百万円(前年同期比8.2%減)となりました。 

(医薬品卸事業) 

医薬品卸事業におきましては、ジェネリック医薬品の使用促進策に沿って市場が拡大する中で、積極

的な営業活動を展開した結果、売上高841百万円(前年同期比20.6%増)、営業利益82百万円(前年同期比

106.9%増)となりました。(内部売上を含む売上高は1,228百万円となり、前年同期比で22.4%増加いたし

ました。) 

(不動産事業) 

不動産事業におきましては、保有する不動産からの安定した賃料収入により、売上高74百万円(前年

同期比1.1%減)、営業利益40百万円(前年同期比4.4%増)となりました。 
  

 また、平成24年４月に投資業務を目的とした子会社、株式会社ヘルスケア・キャピタルを設立し、株

式投資を行った結果、投資有価証券売却益529百万円を計上いたしました。 

  

第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績
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当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。）は、前連結会計年度末と比

較して1,636百万円増加し3,822百万円となりました。これは、営業活動によるキャッシュ・フローが

828百万円増加したこと、投資活動による収入が1,109百万円あったこと、財務活動によるキャッシュ・

フローが301百万円減少したことによるものです。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 
  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果増加した資金は、828百万円(前年同期比263百万円の減少)となりました。これは主

に、税金等調整前当期純利益1,407百万円、減価償却費・のれん償却額428百万円、仕入債務の増加

200百万円などの増加要因と、法人税等の支払651百万円、投資有価証券売却益529百万円などの減少

要因によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果得られた資金は、1,109百万円(前年同期は2,298百万円の支出)となりました。これ

は主に、投資有価証券の売却による収入3,434百万円があったものの、有形固定資産の取得による支

出1,303百万円、投資有価証券の取得による支出839百万円があったことによるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果減少した資金は、301百万円(前年同期は1,065百万円の増加)となりました。これは

主に、長期借入金の純増加402百万円、短期借入金の返済による支出600百万円があったことによるも

のです。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況
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(1) 調剤実績 

当連結会計年度の処方箋応需枚数の地区別実績を示すと、次のとおりであります。 

   

当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

２ 【生産、受注及び販売の状況】

地区

当連結会計年度
(自 平成24年３月１日
至 平成25年２月28日)

(枚)

前年同期比(％)

三重県 684,828 100.4

大阪府 211,961 104.0

京都府 250,871 105.5

愛知県 126,166 110.8

山梨県 114,736 95.4

神奈川県 106,113 94.9

兵庫県 70,462 97.6

滋賀県 48,647 100.9

福井県 47,947 92.3

埼玉県 41,457 178.9

北海道 41,605 92.2

島根県 18,156 94.2

奈良県 13,673 106.0

合計 1,776,622 101.9

(2) 販売実績

セグメントの名称

当連結会計年度
(自 平成24年３月１日
至 平成25年２月28日)

(千円)

前年同期比(％)

調剤薬局事業
薬剤料 14,627,124 103.3

技術料等 3,876,161 103.7

小計 18,503,286 103.3

ヘルスケア事業 1,154,959 128.4

医薬品卸事業 841,667 120.6

不動産事業 74,745 98.9

合計 20,574,659 105.1
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(3) 調剤薬局事業の地区別販売実績 

当連結会計年度の調剤薬局事業の地区別販売実績を示すと、次のとおりであります。 

 
(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

地区

当連結会計年度
(自 平成24年３月１日
至 平成25年２月28日)

(千円)

前年同期比(％) 期末店舗数(店)

三重県 6,338,711 101.3 33

大阪府 3,264,878 110.5 9

京都府 2,694,772 105.9 9

愛知県 1,300,164 110.6 9

山梨県 1,299,693 96.7 1

神奈川県 973,321 94.0 3

兵庫県 650,813 92.9 4

滋賀県 634,913 97.9 3

福井県 450,804 95.2 4

埼玉県 346,994 180.9 2

北海道 244,809 91.6 2

島根県 214,569 96.1 1

奈良県 88,840 104.4 1

合計 18,503,286 103.3 81
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(1) 現状の認識について 

わが国は、国民皆保険制度の下で、誰もが安心して医療サービスを受けることができる体制が整備さ

れており、世界一の平均寿命や高レベルな医療水準を維持してきました。しかしながら、少子高齢化に

より、財政的視点からは医療費の抑制が大きな課題となっております。医療サービスの効率経営が求め

られることとなりますが、同時に医療を取り巻く市場は有望な産業となり、将来に向けて医療・介護サ

ービスの需要は拡大するものと考えております。 

  

(2) 当面の対処すべき課題の内容 

当社は、良質な医療・介護サービスの提供を基本方針として事業を展開する中で、下記の３項目を課

題として取り組んでまいります。 

① 事業規模の拡大 

調剤薬局事業を収益基盤として、Ｍ＆Ａも視野に入れた一層の体制強化を図ってまいります。ま

た、ヘルスケア事業、医薬品卸事業の拡大を進めてまいります。 

② 収益力の強化 

薬局店舗のシステム化と業務の平準化を図るとともに、間接部門の経費比率の低下に注力してまい

ります。 

③ 人材育成 

社内研修体制の下、従業員一人ひとりの資質向上を図ってまいります。 
  

当社はこうした施策を中心に、「患者様第一主義」「ホスピタリティの精神」をモットーとして、患

者様・医療機関双方から信頼される企業グループの形成を目指してまいります。 

  

３ 【対処すべき課題】
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有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響

を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであり

ます。 

  

(1) 調剤薬局事業の法的規制について 

調剤薬局事業の運営には、薬事法や健康保険法による法的規制があり、遵守事項が厳格に定められて

おります。主なものは「薬局開設許可」「保険薬局指定」であり、その他都道府県知事等から許可・指

定を受ける必要があります。 

当社グループは、調剤薬局事業を行うために必要な許認可等を受けておりますが、関連する法令に違

反した場合、またはこれらの法令が改正された場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性が

あります。その主な内容は下表のとおりであります。 
  

 
  

(2) 薬価基準及び調剤報酬の改定について 

主要な事業である調剤薬局事業売上は、薬剤に係る収入と調剤技術に係る収入から成り立っておりま

す。薬剤に係る収入は、健康保険法で定められた薬価基準により公定価格が定められており、また、調

剤技術に係る収入も同様に調剤報酬点数に定められております。 

今後、薬価基準及び調剤報酬の改定が行われ、点数等が変更になった場合、当社グループの業績に影

響を及ぼす可能性があります。 

最近の薬価の改定は下表のとおり実施されております。 
   

 
  

４ 【事業等のリスク】

許可、登録、指定、免許の別 有効期間 関連する法令 登録等の交付者

薬局開設許可 ６年 薬事法 各都道府県知事

保険薬局指定 ６年 健康保険法 各地方厚生局長

毒物劇物一般販売業登録 ６年 毒物及び劇物取締法 各都道府県知事

麻薬小売業者免許 １～２年 麻薬及び向精神薬取締法 各都道府県知事

生活保護法指定医療機関指定 無制限 生活保護法 各都道府県知事

被爆者一般疾病医療機関指定 無制限
原子爆弾被爆者に対する
援護に関する法律

各都道府県知事

結核指定医療機関指定 無制限 結核予防法 各都道府県知事

労災保険指定薬局指定 無制限 労働者災害補償保険法 各労働局長

指定自立支援医療機関指定 ６年 障害者自立支援法 各都道府県知事

高度管理医療機器販売業許可 ６年 薬事法 各都道府県知事

改定年月日 平成18年４月１日 平成20年４月１日 平成22年４月１日 平成24年４月１日

改定率(％) △6.70 △5.20 △5.75 △6.00
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(3) 売上高の変動要因について 

調剤薬局事業は、気候の変化により医療機関への受診機会が増減した場合は、処方箋枚数が変動する

ため、業績に影響を受ける可能性があります。 

  

(4) 薬剤師の確保について 

調剤薬局の開設及び運営においては、薬事法により各店舗に薬剤師の配置が義務づけられ、処方箋の

応需枚数に応じて必要な薬剤師の人数が定められております。当社グループは店舗数の増加に対応した

薬剤師の確保ができておりますが、必要時に薬剤師の確保ができない場合には、当社グループの調剤薬

局事業に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(5) 調剤業務について 

当社グループでは、調剤過誤の防止のため、薬剤師の調剤技術の向上や鑑査体制の強化を図ってお

り、万全の管理のもとに細心の注意を払い調剤業務を行っております。また、全店舗において「薬剤師

賠償責任保険」に加入しております。しかしながら、将来において調剤過誤により訴訟を受けるような

ことがあった場合には、社会的信用を損なうなどの理由により当社グループの業績に影響を与える可能

性があります。 

  

(6) 出店政策について 

調剤薬局事業の増収には、店舗数の増加が寄与いたしますが、医薬分業の伸び率が穏やかな状況へと

変化してきており、出店競争は激化しております。当社グループでは、出店後の採算を重視した新規出

店方針を立てておりますが、計画どおりの出店ができない場合や新たに開設した店舗の売上高が計画を

下回る場合には、業績に影響を与える可能性があります。 

なお、最近３年間の新規出店数、閉鎖店舗数及び期末店舗数の推移は次のとおりであります。 
  

 
  

(7) 有利子負債について 

当社グループでは調剤薬局の新規出店やＭ＆Ａ、有料老人ホームの開設等に資金を投入しておりま

す。今後も金融機関からの借入金等により投資を継続して実施していく方針であります。金融機関から

の借入金の大半は長期の固定金利となっておりますが、今後の金利動向によっては当社グループの業績

等に影響を及ぼす可能性があります。 

なお、最近３年間の有利子負債残高、総資産、総資産に占める有利子負債の構成比の推移は次のとお

りであります。 
  

 
  

項目 平成23年２月期 平成24年２月期 平成25年２月期

新規出店数(店) 3 4 4

閉鎖店舗数(店) 1 ─ 1

期末店舗数(店) 74 78 81

項目 平成23年２月期 平成24年２月期 平成25年２月期

有利子負債残高(千円) 5,363,913 6,540,681 6,342,956

総資産(千円) 12,624,299 14,810,026 15,624,970

総資産に占める有利子負債の構成比(％) 42.5 44.2 40.6
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(8) イオン株式会社との関係について 

当社とイオン株式会社(本社所在地 千葉市美浜区)とは、平成９年11月５日に調剤薬局事業の重要性

と事業機会の有望性という共通認識に立って、資本提携を行うことで合意し、覚書を締結いたしまし

た。資本提携により、当社はイオン株式会社を中核とする「イオングループ」に参加し、グループ企業

の一員として事業活動を行い、生活者のニーズに密着した調剤薬局チェーンの構築を目指しておりま

す。平成25年２月末日現在において、イオン株式会社の当社への出資比率は、25.06％(510,000株)であ

り、同社の管理職が当社の監査役に就任しており、当社はイオン株式会社の子会社から出向者１名を受

け入れております。なお、イオン株式会社は当社が増資をした場合、イオン株式会社の持株割合が増資

後発行済株式総数の25％を下回らない出資のオプションを有しております。また、当社はイオン株式会

社の子会社が経営するショッピングセンター内へ２店舗の調剤薬局を出店し、賃借料を支払っておりま

す。なお、平成25年２月期に支払った賃借料は9,247千円であります。 

  

(9) 医療法人財団公仁会との関係について 

当社グループの所有する土地・建物等を医療法人財団公仁会(病院所在地 島根県松江市鹿島町)に賃

貸しております。平成25年２月期における当該賃貸料収入は106,800千円、賃貸借契約に定める契約満

了日は平成38年３月31日であります。 

また、当社グループは、当該医療法人財団が増床設備資金を金融機関から借り入れるにあたり、医療

法人財団に賃貸する土地・建物を担保として提供し連帯債務保証を行っております。当該借入金の借入

期間は平成13年７月30日から平成28年７月１日まで、債務保証の借入残高は平成25年２月期末において

119,429千円、平成25年２月期に受取った債務保証料は1,208千円であります。 

このため、当社グループは医療法人財団公仁会の経営状況等の把握に努めておりますが、当該医療法

人財団の経営状態の悪化等により、賃貸料収入が減少する可能性や借入金の返済が滞った場合には当社

グループは債務履行を求められることがあり、当社グループの業績及び財政状態に影響を与える可能性

があります。 

  

(10) 個人情報管理について 

当社グループは、業務上多くの個人情報を保有しておりますが、その管理は適切に行っております。

当社では平成17年４月の個人情報保護法の施行にあわせて、個人情報保護に関する当社の基本方針を明

確化した「個人情報保護に関する基本方針」及び個人情報取扱いに関する基本事項を定めた「個人情報

保護基本規程」を制定して、個人情報の保護について十分注意し漏洩防止に努めております。万一個人

情報が漏洩した場合、当社の社会的信用は低下し、損害賠償責任が生じ、当社の業績に影響を与える可

能性があります。 

  

(11) 消費税等の影響について 

調剤薬局事業における売上高については、消費税法において大部分が非課税売上となっております。

一方で医薬品の仕入に関しては、消費税法上は課税仕入となっております。そのため仕入に際して支払

った仮払消費税等の大部分が、売上に際して受取った仮受消費税等と相殺することができない控除対象

外消費税等となっております。控除対象外消費税等については、当期商品仕入高に含めて調剤薬局事業

売上原価に費用計上しております。 

今後、消費税率が改定された場合、控除対象外消費税等が増加し、調剤薬局事業の業績に影響を与え

る可能性があります。 
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(12) 保証金の返還について 

当社グループの新規出店における賃貸借契約締結時には、敷金等の名目で賃貸人に対して保証金を差

し入れております。保証金については、契約の終了により原則全額返還されることになっております

が、賃貸人の信用状態の悪化等により、その一部または全額について回収ができなくなる可能性があり

ます。また、賃借人である当社グループ側の理由による契約の解除を行う場合は、契約内容に従って違

約金の支払や敷金返還請求権の放棄が必要となる場合があります。 

平成25年２月末日現在、連結貸借対照表において差入保証金として計上されている賃貸借に係る保証

金は436,734千円であります。 

   

(13) 減損会計への対応について 

平成14年８月に企業会計審議会より「固定資産の減損に係る会計基準」が公表され、また平成15年10

月31日に企業会計基準委員会から「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」が公表され、減損会計

が適用されました。 

減損会計の適用に伴い、資産の利用状況及び資産から得られるキャッシュ・フローの状況等によって

は、減損損失の計上により当社グループの財政状態と経営成績に影響を与える可能性があります。 

  

(14) ヘルスケア事業について 

① 法的規制について 

ヘルスケア事業では介護保険法の適用を受けるサービスを提供しております。介護保険法(平成９年

12月７日 法律第123号)は、施行後５年ごとに制度全般の見直しが行われ(介護保険法附則第２条)、介

護報酬は３年ごとに改定されることが定められております。介護保険制度や介護報酬の見直しが当社グ

ループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

② 競合について 

介護関連事業の市場は今後も拡大が予測されることや、高齢者等居住安定化推進事業(「サービス付

き高齢者向け住宅」登録制度)による建築・改修費に対する補助金制度や固定資産税等の軽減等の税制

優遇措置など、供給促進の政策がとられることもあり、異業種を含めた様々な企業が参入しておりま

す。今後の競合激化により当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。 

③ 入居者の安全管理について 

ヘルスケア事業は高齢者を対象としているため、転倒事故や感染症の集団発生等、施設内の安全衛生

管理には細心の注意を払っております。しかしながら、万一事故等が発生した場合には、当社の信用が

低下するとともに訴訟等で損害賠償請求を受ける恐れがあり、当社グループの業績に影響を及ぼす場合

があります。また、入居者が健康上の理由等により入院を余儀なくされたような場合にも、稼働率が低

下し、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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(1) イオン株式会社との資本提携 

当社とイオン株式会社(契約締結時はジャスコ株式会社)とは、平成９年11月５日に調剤薬局事業の重要

性と事業機会の有望性という共通認識に立って、資本提携を行うことで合意し、覚書を締結しておりま

す。その内容は次のとおりです。 

① イオングループへの参加に関する事項 

当社はイオン株式会社を中核とする「イオングループ」に参加し、グループ企業の一員として、他

のイオングループ内企業との営業上の連携についても積極的に協力する。 

② 経営指導に関する事項 

イオン株式会社は、当社から要請があれば広範囲な経営指導を実施する。 

③ 増資に関する事項 

イオン株式会社は、当社が増資を実施した場合、イオン株式会社の持株割合が増資後発行済株式総

数(転換社債等の転換後潜在株式数を含む)の25％を下回らない出資のオプションを有する。 

④ 人材派遣に関する事項 

イオン株式会社は、当社に非常勤監査役を派遣することができる。 
  

該当事項はありません。 
  

５ 【経営上の重要な契約等】

６ 【研究開発活動】
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(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成されております。この連結財務諸表を作成するにあたり重要となる会計方針については、「第５

経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1) 連結財務諸表 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」に記載したとおりであります。 

当社グループは、退職給付引当金、資産除去債務、賞与引当金、貸倒引当金、税効果会計、固定資産

の評価等に関して、過去の実績や当該取引の状況に照らして合理的と考えられる見積り及び判断を行

い、その結果を資産・負債の帳簿価額及び収益・費用の金額に反映して連結財務諸表を作成しておりま

すが、実際の結果は見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。 

  

(2) 財政状態及び経営成績の分析 

① 貸借対照表に基づく財政状態の分析 

当社グループは、事業活動に必要な資金の安定確保と、貸借対照表における財務体質の健全性の維

持を財務方針としております。 

この結果、当連結会計年度末の資産合計は15,624百万円(前連結会計年度末比(以下「前期末比」と

いう。)5.5%増)となり、負債合計は10,599百万円(前期末比0.6%増)となりました。 

 流動資産の残高は7,210百万円となり、前期末比1,859百万円増加いたしました。これは主に、現金

及び預金1,636百万円の増加と、たな卸資産110百万円の増加によるものです。 

 固定資産の残高は8,414百万円となり、前期末比1,044百万円減少いたしました。これは主に、建物

及び構築物693百万円の増加、土地178百万円の増加と、投資有価証券1,971百万円の減少によるもの

です。 

 流動負債の残高は5,564百万円となり、前期末比560万円減少いたしました。また、固定負債の残高

は5,034百万円となり、前期末比619百万円増加いたしました。負債合計で58百万円の増加となった主

な要因は、長期借入金(１年内返済予定を含む)402百万円の増加、買掛金197百万円の増加と、短期借

入金600百万円の減少によるものです。 

 純資産の残高は5,025百万円となり、前期末比756百万円増加いたしました。これは主に利益剰余金

695百万円の増加によるものです。 

② 損益計算書に基づく経営成績の分析 

当連結会計年度における当社グループは、良質の医療・介護サービスをより多くの人に提供するこ

とを基本方針として事業を展開、推進してまいりました。主力事業である調剤薬局事業におきまして

は新規出店とＭ＆Ａにより３店舗の増加となりました。新規店舗の寄与に加え、既存店舗では処方箋

の単価が前期を上回る結果となりました。ヘルスケア事業におきましては新たに２施設を新規開業し

既存施設を含めて入居者数が増加しました。また、Ｍ＆Ａにより訪問介護事業会社を取得いたしまし

た。医薬品卸事業におきましてはジェネリック医薬品の販売強化を図り、積極的な営業展開を推進し

ました。不動産事業におきましては継続的に賃貸物件から安定収入を得ております。この結果、売上

高は前年同期比(以下「前期比」という。)998百万円(5.1%)増加して20,574百万円となりました。 

売上高から売上原価を控除した売上総利益は、前期比24百万円(1.1%)減少して2,254百万円となり

ました。 

売上総利益から販売費及び一般管理費を控除した営業利益につきましては、前期比114百万円

(9.4%)減少して1,099百万円となりました。 

  

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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営業利益から営業外収益と営業外費用を差引きした経常利益につきましては、前期比115百万円

(10.0%)減少して1,036百万円となりました。 

経常利益から特別利益と特別損失を差引きした税金等調整前当期純利益につきましては、前期比

206百万円(17.2%)増加して1,407百万円となりました。なお、特別利益の主な要因は、投資有価証券

売却益529百万円を計上したことによるものであります。 

以上の結果、税金等調整前当期純利益から法人税、住民税及び事業税と法人税等調整額を差引きし

た当期純利益につきましては、前期比166百万円(26.7%)増加して790百万円となっております。な

お、期中平均発行済株式総数に基づく、１株当たり当期純利益は、前期の326.08円から412.78円とな

っております。 

  

(3) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

① 資本の財源 

当社グループは、運転資金及び設備投資資金につきましては、内部留保金を超える資金を金融機関

からの借入れにより調達しております。金融機関からの資金調達に関しましては、基本的に固定金利

による長期借入金によって調達しております。長期借入金以外の資金調達につきましては、金融機関

の借入枠の実行、ファイナンス・リースの使用等によるものがあります。 

② キャッシュ・フロー計算書に基づく資金の流動性の分析 

当社グループのキャッシュ・フローにつきましては、当連結会計年度末における現金及び現金同等

物が前連結会計年度末に比べ1,636百万円増加して3,822百万円となりました。当連結会計年度におけ

る状況につきましては、「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (2) キャッシュ・フローの状況」をご

参照ください。 

  

(4) 経営者の問題認識と今後の方針について 

当社の経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めて

おります。 

 当社グル－プを取り巻く事業環境は、少子高齢化の進展に伴い社会構造が変化していく中で、医療・

介護サービスの需要は拡大するものの、医療費抑制に向けた医療制度改革が進められており、一層の効

率経営が要求されております。 

このような環境の下、当社グループでは各事業の収益性の強化を図るとともに、調剤薬局事業では、

「フラワー薬局」のブランド力をより強固なものとし、「安全性の確保」「プライバシーの保護」を基

本コンセプトに「ホスピタリティの精神」で多様な価値観を持つ患者様一人ひとりに満足いただける

「患者様第一主義」の薬局づくりを目指してまいります。また、ヘルスケア事業では介護付き有料老人

ホームを成長エンジンと位置付けて着実に展開し、医薬品卸事業、不動産事業と併せて持続的かつ安定

的な成長に取り組んでまいります。 

  

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したも

のであります。 
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